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１． 17 年 3 月期の業績（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 
(1)経営成績                                                               (百万円未満切捨) 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

722,755  △1.0
729,923     1.1

69,111     2.6
67,356     1.3

75,159    16.7
64,379    18.8

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株主資本当 

期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円        ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

41,280      4.6 
39,475     55.1 

18.48
17.24

－ 
－ 

9.6 
9.8 

7.7 
6.6 

10.4
8.8

(注) ①期中平均株式数 17 年 3 月期 2,229,976,855 株  16 年 3 月期 2,285,781,631 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

6.00
6.00

3.00
3.00

3.00
3.00

13,376
13,583

32.5 
34.8 

3.0
3.3

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

981,501 
977,805 

442,805
417,741

45.1 
42.7 

198.65
187.24

(注) ①期末発行済株式数   17 年 3 月期  2,228,726,812 株  16 年 3 月期  2,230,774,561 株 
     ②期末自己株式数     17 年 3 月期  140,284,727 株      16 年 3 月期  138,236,978 株 
 
２．18 年 3 月期の業績予想(平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

326,500 
751,000 

29,000
80,000

18,000
49,500

3.50 
――― 

――― 
3.50 

――― 
7.00

(参考)①1株当たり予想当期純利益(通期) 22 円 18 銭 
   ②1 株当たり年間配当金には、創業 100 年記念配当として、中間期 50 銭、期末 50 銭、合計 1円を含

みます。 
 
  ※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、今後様々

な要因により実際の業績が記載の予想数値と異なる可能性があります。なお、上記の業績予想に関
する事項は、添付資料の「11-1 経営成績 (3)次期の見通し」を参照して下さい。 

 ２４

http://www.osakagas.co.jp/


１１－１ 経営成績 

  （１）ガス販売実績   

家庭用では、お客さま数が前期末に比べて６万１千戸増えましたが、気温が前期に比べ

全般的に高く推移したことなどにより、家庭用ガス販売量は前期に比べ２.８％減の  

２２億３千８百万ｍ３となりました。 

業務用では、新規需要の開発に努めた結果、工業用では前期に比べ３.５％増の３８億

６千５百万ｍ３となりました。また、商業用、公用・医療用では、新規需要開発に加え、

夏場の気温が前期に比べ高く推移したことで空調需要が増加したことなどにより、商業用

は前期に比べ５.５％増の１０億３千９百万ｍ３、公用・医療用では前期に比べ８.１％増

の６億５百万ｍ３となった結果、業務用全体では前期に比べ４.３％増の５５億９百万ｍ３

となりました。 

これらに他ガス事業者向けを加えた結果、全ガス販売量は前期に比べ３.７％増の  

８０億５千３百万ｍ３となりました。 

 

 

 平成 16 年度   Ａ
(H16/4～H17/3) 

平成 15 年度   Ｂ
(H15/4～H16/3) 

Ａ－Ｂ 
Ａ／Ｂ 

(%) 

家 庭 用 ６,３７７ ６,３１６ ＋６１ 101.0 

業 務 用 ３１９ ３１８  ＋ １ 100.5 

お客さま数 

〔取付ﾒ-ﾀ-数〕 

(千戸) 計 ６,６９７ ６,６３４ ＋６３ 100.9 

家 庭 用 ３３.１ ３４.３ △１.２ 96.5 1 戸当たり 

平均月間使用量 

(ｍ３/月) 全体平均 １０９.７ １０８.１ ＋１.６ 101.5 

家 庭 用 ２,２３８ ２,３０４ △６５ 97.2 

業 務 用 ５,５０９ ５,２８０ ＋２２９ 104.3 

 工業用 ３,８６５ ３,７３５ ＋１３０ 103.5 

 商業用 １,０３９ ９８６ ＋５３ 105.5 

 公用･医療用 ６０５ ５５９ ＋４６ 108.1 

他 ガ ス 
事業者向け ３０５ １８２ ＋１２３ 167.3 

 ガ ス 

 販売量 

(百万ｍ3) 

計 ８,０５３ ７,７６６ ＋２８７ 103.7 

[45MJ/m3表示] 

 

［参  考］ 平均気温 

                (℃) 

平成１６年度 

(H16/4～H17/3) 
Ａ

 平成１５年度 

(H15/4～H16/3) 
Ｂ Ａ－Ｂ 

 １７.７ １７.２ ＋０.５ 

２５ 



（２）収支の概要                             
 

（単位：億円） 

対前期比較  対前期比較 

収     益 増 減 比 率

( % )

 費   用 増 減 比 率

( % )

 売 上 原 価 2,193 +165 108.2

 供 給 販 売 費

一 般 管 理 費
2,894 △236 92.4ガ ス 売 上 5,674  △46 99.2

 計    5,088 △70 98.6

受注工事 318 △24 92.7  受注工事 317 △13 96.0

器具販売 920 △54 94.4  器具販売 908 △51 94.6

そ の 他 313   +53 120.8  そ の 他 222   +46 126.7

そ

の

他

売

上 
計 1,552 △25 98.4

 

そ

の

他

費 

用
計 1,448 △18 98.8

売 上 高 7,227 △71 99.0  営 業 費 用 6,536 △89 98.7

 営 業 利 益 691 +17 102.6

営 業 外 収 益 125  +47 161.6  営 業 外 費 用 64 △42 60.5

収 益 計 7,352 △23 99.7  費 用 計 6,601 △131 98.0

      

   経 常 利 益 751 +107 116.7

    当 期 純 利 益 412 +18 104.6

（億円未満切捨て） 

 
株 主 付 加 価 値   （ＳＶＡ）  ２１２億円 [前期: ２００億円] 

一株当たり当期純利益（ＥＰＳ） １８.４８円 [前期:１７.２４円] 

株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）   ９.６％ [前期:  ９.８％] 

総資産当期純利益率（ＲＯＡ）   ４.２％ [前期:  ４.０％] 

フリーキャッシュフロー（＊）    ４８８億円 [前期: ５６９億円] 

（＊）フリーキャッシュフロー ＝ 営業活動によるキャッシュフロー － 設備投資による支出 

 

［参 考］ 

・売上原価の中の原材料費：２，０３８億円（前期比 ＋２１７億円、＋１１.９％） 

・為替レ－トおよび原油価格 

 平成 16 年度 Ａ 

(H16/4～H17/3) 

平成 15 年度 Ｂ 

(H15/4～H16/3) 

Ａ－Ｂ 

 

為替レ－ト (円/$)  ※1 １０７.６  １１３.２   △５.６ 

原油価格  ($/bbl)  ※2   ３８.４    ２９.４    ＋９.０ 

※1：ＴＴＭレート   

※2：全日本ＣＩＦ価格 ただし、平成１６年度は２月分を速報値で計算した値。 

２６ 



（３）次期(平成１８年３月期)の見通し 
 

ガス販売量は、前期に比べ２.５％増の８２億５千万ｍ３となる見通しです。 

売上高は、前期に比べ３.９％増の７,５１０億円となる見通しです。営業利益は、引き

続き経営全般にわたってコストダウンに努め、前期に比べ１６.５％増の８０５億円、経常

利益は、前期に比べ６.４％増の８００億円、また当期純利益は、特別損益の改善により、

前期に比べ１９.９％増の４９５億円となる見通しです。 

 
 平成１８年３月期見通し 対前期実績増減率 

ガ ス 販 売 量  ８,２５２百万ｍ３ ＋２.５％ 

売 上 高 ７,５１０億円 ＋３.９％ 

営 業 利 益 ８０５億円 ＋１６.５％ 

経 常 利 益 ８００億円 ＋６.４％ 

当 期 純 利 益 ４９５億円 ＋１９.９％ 

【想定原油価格：４０$/bbl、想定為替レート：１０８円/$】 

 

株 主 付 加 価 値   （ＳＶＡ）   ２９６億円 

一株当たり当期純利益（ＥＰＳ）  ２２.１８円 

株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）   １０.９％ 

総資産当期純利益率（ＲＯＡ）    ４.７％ 

フリーキャッシュフロー          ５４１億円 

 

 

（４）次期(平成１８年３月期)設備投資計画 
 

 平成１８年３月期 

（計画） 

平成１７年３月期 

(実績) 

平成１８年３月期計画内容 

製 造 設 備 ５３億円  ２２億円 設備更新など 

供 給 設 備 ３９６億円  ３６４億円 輸送幹線、本支管敷設など 

業務設備等 ２６５億円  ３８億円 発電設備など 

合   計 ７１３億円  ４２５億円 
 

２７ 



１１－２ 個別財務諸表等 

(１)貸借対照表                                   （単位：百万円） 
科    目 当 期 末 前 期 末

(平成17年3月末) (平成16年3月末)

（資　　産　　の　　部）

固     定     資     産 792,139 822,205 △30,066

有  形  固  定  資  産 562,028 601,674 △39,646

製 造 設 備 109,899 117,468 △7,569

供 給 設 備 354,393 372,629 △18,236

業 務 設 備 67,272 86,845 △19,572

附 帯 事 業 設 備 5,420 2,332 3,088

休 止 設 備 1,532 1,532

建 設 仮 勘 定 23,510 20,866 2,644

無  形  固  定  資  産 4,729 5,261 △531

特 許 権 0

借 地 権 3,071 3,021 50

そ の 他 無 形 固 定 資 産 1,658 2,239 △581

投 資 そ の 他 の 資 産 225,381 215,269 10,111

投 資 有 価 証 券 68,858 73,708 △4,849

関 係 会 社 投 資 75,354 75,461 △107

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 47,984 37,932 10,052

出 資 金 10 198 △188

長 期 前 払 費 用 3,764 4,022 △258

繰 延 税 金 資 産 8,872 14,384 △5,511

前 払 年 金 費 用 12,786 12,786

そ の 他 投 資 8,609 10,646 △2,036

貸 倒 引 当 金 △859 △1,084 225

流   　動   　資   　産 189,321 155,570 33,751

現 金 及 び 預 金 32,967 6,668 26,299

受 取 手 形 886 1,545 △658

売 掛 金 63,110 65,891 △2,780

関 係 会 社 売 掛 金 5,254 5,063 190

未 収 入 金 12,829 16,170 △3,341

製 品 90 84 6

原 料 15,744 10,970 4,773

貯 蔵 品 9,074 8,234 839

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 15,016 18,239 △3,222

関 係 会 社 短 期 債 権 3,416 1,451 1,964

繰 延 税 金 資 産 12,198 11,624 574

デ リ バ テ ィ ブ 13,757 13,757

そ の 他 流 動 資 産 5,565 10,251 △4,686

貸 倒 引 当 金 △589 △625 3

繰    延    資    産 40 29 11

社 債 発 行 差 金 40 29 11

資    産    合  　計 981,501 977,805 3,696

増減

△0

5

 

２８ 



 （単位：百万円） 

 

 

科    目 当期末 前期末

(平成17年3月末) (平成16年3月末)

（負　　債　　の　　部）

固     定     負     債 330,996 361,583 △30,587

社 債 203,660 218,660 △15,000

長 期 借 入 金 102,386 100,066 2,320

退 職 給 付 引 当 金 13,311 38,110 △24,798

ガ ス ホ ル ダ ー 修 繕 引 当 金 1,579 1,469 109

そ の 他 固 定 負 債 10,058 3,277 6,781

流     動     負     債 207,699 198,480 9,218

１年以内に期限到来の固定負債 45,066 13,978 31,087

買 掛 金 15,147 11,356 3,790

未 払 金 20,414 20,702 △288

未 払 費 用 44,642 56,322 △11,679

未 払 法 人 税 等 20,016 22,752 △2,736

前 受 金 6,347 7,155 △807

預 り 金 1,271 1,108 162

関 係 会 社 短 期 借 入 金 26,165 21,662 4,503

関 係 会 社 短 期 債 務 13,831 12,863 967

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 26,000 △26,000

繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 13,757 13,757

そ の 他 流 動 負 債 1,040 4,579 △3,538

負     債     合     計 538,695 560,064 △21,368

（資　　本　　の　　部）

資        本   　　　金 132,166 132,166

資   本   剰   余   金 19,497 19,482 15

資 本 準 備 金 19,482 19,482

そ の 他 資 本 剰 余 金 15 0 15

自 己 株 式 処 分 差 益 15 0 15

利   益   剰   余   金 310,107 282,269 27,838

利 益 準 備 金 33,041 33,041

特定資産買換等圧縮積立金 216 224 △7

特定ガス導管工事償却準備金 1,677 1,983 △306

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 6,218 6,222 △4

原 価 変 動 調 整 積 立 金 89,000 89,000

別 途 積 立 金 62,000 62,000

当 期 未 処 分 利 益 117,952 89,796 28,156

株 式 等 評 価 差 額 金 23,090 25,228 △2,138

その他有価証券評価差額金 23,090 25,228 △2,138

自     己     株     式 △42,056 △41,406 △650

自 己 株 式 △42,056 △41,406 △650

資 　　本 　　合   　計 442,805 417,741 25,064

負　債  ・  資  本  合  計 981,501 977,805 3,696

増減

２９ 



（２）損益計算書                                （単位：百万円） 

当 期 前 期 増 減

(H16/4～H17/3) (H15/4～H16/3)

567,497 572,127 △4,630

567,497 572,127 △4,630

219,385 202,805 16,579

( 348,111) ( 369,321) ( △21,210)

222,995 236,197 △13,202

66,444 76,915 △10,470

( 58,671) ( 56,208) ( 2,462)

126,715 132,458 △5,742

31,837 34,333 △2,495

92,066 97,505 △5,438

2,811 619 2,191

122,549 129,067 △6,517

31,723 33,050 △1,326

90,826 96,017 △5,190

28,542 25,337 3,205

4,887

4,789

18,866

22,269 17,580 4,688

3,537

4,782

13,948

( 69,111) ( 67,356) ( 1,754)

12,541 7,759 4,782

541 452 88

1,342 1,070 271

1,323 1,494 △171

5,227 1,509 3,717

4,107 3,231 875

6,493 10,736 △4,242

1,337 1,461 △124

2,792 3,625 △832

2 2 0

94 94

3,742 △3,742

2,266 1,904 362

( 75,159) ( 64,379) ( 10,780)

820 362 458

820 362 458

11,551 3,503 8,048

3,372 △3,372

780 130 649

10,771 10,771

( 64,428) ( 61,238) ( 3,190)

17,000 17,800 △800

6,147 3,962 2,184

41,280 39,475 1,805

83,362 57,212 26,150

6,690 6,890 △200

117,952 89,796 28,156

(注)「個別財務諸表の概要」の「１．１７年３月期の業績(１)経営成績」の売上高欄の数値は、

    製品売上・営業雑収益・附帯事業収益の合計値です。

社 債 発 行 費 償 却

社 債 償 還 損

自動通報サービス事業費用

電 気 供 給 事 業 費 用

そ の 他 附 帯 事 業 費 用

雑 収 入

（ 営 業 利 益 ）

受 取 利 息

賃 貸 料 収 入

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

固 定 資 産 売 却 益

ガ ス 売 上

（ 売 上 総 利 益 ）

（ 事 業 利 益 ）

受 注 工 事 収 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 営 業 雑 収 益

受 注 工 事 費 用

器 具 販 売 費 用

附 帯 事 業 収 益

附 帯 事 業 費 用

自動通報サービス事業収益

電 気 供 給 事 業 収 益

そ の 他 附 帯 事 業 収 益

器 具 販 売 収 益

科 目

営 業 雑 収 益

営 業 雑 費 用

営

業

損

益

経

常

損

益

の

部

製 品 売 上

売 上 原 価

供 給 販 売 費

一 般 管 理 費

前 期 繰 越 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

営

業

外

損

益

法 人 税 等

固 定 資 産 売 却 損

（ 経 常 利 益 ）

雑 支 出

支 払 利 息

社 債 利 息

特

別

損

益

の

部

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

受 取 配 当 金

固 定 資 産 圧 縮 損

特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 減 損 損 失

社 債 発 行 差 金 償 却

( 税 引 前 当 期 純 利 益 )
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（注記） 

１．重要な会計方針 

(1) 有形固定資産の減価償却は、定率法によっています。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用しています。 
 

(2) 有価証券の評価は、次によっています。 

子会社株式及び関連会社株式     移動平均法による原価法 

その他有価証券 

     時価のあるもの          決算日の市場価格等に基づく時価法 

            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しています） 

     時価のないもの            移動平均法による原価法 

 

(3) 製品の評価は、総平均法による原価法、原料及び貯蔵品の評価は、移動平均法による原価法

によっています。 

 

(4) デリバティブの評価は、時価法によっています。 

 

(5) 重要な引当金の計上は、次によっています。 

退 職 給 付 引 当 金      従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債 

務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生して 

いると認められる額を計上しています。 

 

ガスホルダー修繕引当金    球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備え 

るため、前回の修繕実績額に基づく次回修繕見積額を、次回 

修繕までの期間に配分計上しています。 

 

(6) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

(7) 消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

(8) 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第 6 号 平成 15 年 10 月 31 日）が平成 16 年

3 月 31 日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、当期

から同会計基準及び同適用指針を適用しています。これにより税引前当期純利益は、10,771

百万円減少しています。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直

接控除しています。 

 

(9) ガス事業会計規則の改正により、ガス事業と附帯事業とに関連する費用については、当期か

ら所定の基準によりそれぞれの事業に区分して表示しています。これによる当期の営業利益
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に与える影響はありません。 

 

(10) ガス事業会計規則の改正により、当期から「自動通報サービス事業」と「電気供給事業」に

ついては附帯事業収益及び附帯事業費用の内訳として表示しています。 

 

(11) ガス事業会計規則の改正により、前期まで附帯事業として整理していた託送供給に係る固定

資産、収益及び費用については、当期からガス事業に係る固定資産、収益及び費用としてい

ます。これによる当期の営業利益に与える影響はありません。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額  1,582,593 百万円 （前期末 1,534,104 百万円） 

 

３．偶発債務 

   保証債務                            7,798 百万円 （前期末  7,550 百万円） 

   社債及び借入金の債務履行引受契約等に係る偶発債務   58,931 百万円 

                        （前期末  82,706 百万円） 

 

４. 固定資産減損損失 

(1)グルーピングの考え方 

①ガス事業に使用している固定資産は、ガスの製造から販売まですべての資産が一体となって

キャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つの資産グループとしています。 

②受注工事、器具販売及び附帯事業に使用している固定資産は、それぞれ個々の事業毎に独立

したキャッシュ・フローを生成していることから、当該個々の事業毎に１つの資産グループ

としています。 

③それ以外の固定資産については、原則として個別の資産毎としています。 

 

(2)具体的な減損損失 

(1)のグルーピングをもとに認識された減損損失は 10,771 百万円であり、このうち重要な

減損損失は以下のとおりです。 

資産 場所 種類 
減損損失 

(百万円) 

けいはんな用地 
京都府 

精華町・木津町 
土地 3,189 

神山用地 大阪市北区 土地 2,842 

姫路製造所隣接地 姫路市 土地 1,607 

これらの資産に係る回収可能価額は正味売却価額により測定しています。時価の算定は、原

則として不動産鑑定評価額によっています。 
これらの資産は、業務設備等を建設するために先行的に取得し、または業務設備等としての

使用を停止しましたが、その後、経済環境が変化したことなどにより具体的な使用計画がなく

なり、投資の回収が困難と判断されることから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に計上したものです。 
 

５．重要な後発事象 

本年３月２９日開催の取締役会において、自己株式のうち、平成１４年６月２７日および

平成１５年６月２７日開催の定時株主総会決議に基づき取得した普通株式１３３，３４２，０

００株を消却することを決議し、本年４月１２日に株式失効の手続をとりました。 
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１１－３ 有価証券 

子会社及び関連会社株式で時価のあるもの   

(１) 当期末（平成 17 年 3 月 31 日） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 1,241 百万円 4,149 百万円 2,907 百万円

 

(２) 前期末（平成 16 年 3 月 31 日） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 1,241 百万円 3,354 百万円 2,112 百万円

 

１１－４ 利益処分案（単位：百万円） 

 平  成  １６  年  度 

(16/4～17/3) 

平  成  １５  年  度

(15/4～16/3) 

当 期 未 処 分 利 益 

特定資産買換等圧縮積立金取崩し 

特定ガス導管工事償却準備金取崩し 

海外投資等損失準備金取崩し 

     合             計 

 

これを次のとおり処分します。 

利 益 配 当 金 

 (１株につき) 

 

取 締 役 賞 与 金 

次 期 繰 越 利 益 

１１７，９５２ 

 

３７０ 

１５ 

１１８，３３９ 

 

 

６，６８６ 

(３円) 

 

６０ 

１１１，５９２ 

８９，７９６ 

７ 

３０６ 

４ 

９０，１１４ 

６，６９２ 

(３円) 

６０ 

８３，３６２ 

（注）１．平成１６年１１月３０日に６，６９０百万円（１株につき３円）の中間配当を実施い

たしました。 

      ２．特定ガス導管工事償却準備金及び海外投資等損失準備金の取崩し額は、租税特別措置

法の規定に基づくものであり、税効果相当分調整後の金額により表示しています。 

    ３．その他資本剰余金の全額は、次期に繰り越すことといたします。 

 

１１－５ 役員の異動 
     ５月中を目途に、可能になり次第開示します。                以 上 
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